
 

令和７年度名古屋市無床診療所立入検査実施方針 

 

「名古屋市医療法第２５条に基づく立入検査実施要領」に基づき、令和７年度

の無床診療所の立入検査実施方針を次のように定める。 

 

１ 基本方針 

     「令和６年度の医療法第２５条第１項の規定に基づく立入検査の実施につい

て」（令和６年５月３１日付け、医政発０５３１第７号厚生労働省医政局長通

知）及び「令和６年度における医療法第２５条第１項の規定に基づく立入検査に

ついて」(令和６年度医療法第２５条第１項の規定に基づく立入検査実施方針（愛

知県）令和６年８月２１日付け、６医務第１３１６号愛知県保健医療局長通知)に

十分留意のうえ実施する。 

 

２ 立入検査時の検査項目 

無床診療所の定期立入検査については、以下の点を基本的検査項目として

実施し、あわせて令和６年度名古屋市病院及び診療所立入検査実施方針におけ

る重点事項及び留意事項にも十分留意すること。 

 

（１）医療従事者の免許証の確認 

無資格者による医療行為を防止するため、採用時における免許証原本等の

確認が行われ、免許証等の写しが保管されていること。 

また、医師法第１６条の４第１項、又は歯科医師法第１６条の４第１項の規

定により、臨床研修を修了した者については、その申請により、臨床研修を修

了した旨を医籍又は歯科医籍に登録することになっており、当該医療機関に従

事する医師又は歯科医師について当該手続が適切に行われていることを確認す

るとともに、必要に応じて指導すること。 

 

（２）業務委託の状況（感染性廃棄物処理等） 

  ア．医療法施行令第４条の７に規定する業務にかかる委託の有無 

  イ．産業廃棄物の処理を委託する場合における当該産業廃棄物処理業者の

処理能力の確認等が事業者の義務とされていることを踏まえ、確認等が

適切に行われていること。 

 

（３）諸記録の保管状況 

ア．適切に作成された診療録が適切に保存されていること 



 

イ．診療に関する諸記録（処方せん・検査所見記録・エックス線写真等） 

が適正に整理保管されていること。保存期間は、病院の基準に準じて 

最低２年間の保存が望ましい。 

 

（４）医療従事者の健康診断の実施状況 

  職員（非常勤職員や派遣職員も含む）について定期的な健康診断を行う等 

適切な健康管理体制が確立されていること 

 

（５）医療の安全管理のための体制確保（医療事故対応等） 

ア．医療に係る安全管理のための指針を整備すること 

イ．医療に係る安全管理のための職員研修を実施すること 

（他の機関が実施する研修を受講することで代替可能） 

ウ．当該診療所における事故報告等の医療に係る安全の確保を目的とした 

改善のための方策を講ずること 

 

（６）院内感染防止対策のための体制確保（院内感染対策等も含む） 

ア．院内感染対策の指針を整備すること 

イ．従業者に対する院内感染対策のための研修を実施すること 

 （他の機関が実施する研修を受講することで代替可能） 

ウ．当該診療所における感染症の発生状況の報告その他の院内感染対策の 

推進を目的とした改善のための方策を講ずること 

   エ．院内感染の標準的予防策として、個人防護具（手袋、マスク等）の適 

正使用、処置前の手指消毒の励行等が職員に対して徹底されていること 

 

（７）医薬品に係る安全管理のための体制確保（医薬品の保管・管理等も含む） 

ア．医薬品の安全使用のための責任者を配置していること 

イ．従業者に対する医薬品の安全使用のための研修を実施すること 

 （他の研修と併せても可又は他の機関が実施する研修を受講することで 

代替可能） 

ウ．医薬品の安全使用のための業務に関する手順書の作成及び当該手順書 

に基づく業務を実施すること 

エ．医薬品の安全使用のために必要となる情報の収集（緊急を要する医薬

品安全情報等を迅速に取得できるようＰＭＤＡメディナビの利用を促す

等）、その他の医薬品の安全使用を目的とした改善のための方策を講ず

ること 

 



 

（８）医療機器に係る安全管理のための体制確保（医療機器の保守管理等） 

ア．医療機器の安全使用のための責任者を配置していること 

イ．新規導入時の際に従業者に対する医療機器の安全使用のための研修を 

実施すること 

ウ．医療機器の保守点検に関する計画の策定及び保守点検を適切に実施 

 すること 

エ．医療機器の安全使用のために必要となる情報の収集その他の医療機器 

の安全使用を目的とした改善のための方策を講ずること 

 

（９）診療用放射線に係る安全管理のための体制確保 

ア．診療用放射線に係る安全管理のための責任者を配置していること 

イ．診療用放射線の安全利用のための指針を整備すること 

ウ．放射線診療に従事する者に対する診療用放射線の安全利用のための研 

修を実施すること 

エ．下記に掲げるものを用いた放射線診療を受ける者の当該放射線による 

被ばく線量の管理及び記録その他の診療用放射線の安全利用を目的とし 

た改善のための方策を講ずること 

・移動型デジタル式循環器用Ｘ線透視診断装置 

・移動型アナログ式循環器用Ｘ線透視診断装置 

・据置型デジタル式循環器用Ｘ線透視診断装置 

・据置型アナログ式循環器用Ｘ線透視診断装置 

・Ｘ線ＣＴ組合せ型循環器Ｘ線診断装置 

・全身用Ｘ線ＣＴ診断装置 

・Ｘ線ＣＴ組合せ型ポジトロンＣＴ装置 

・Ｘ線ＣＴ組合せ型ＳＰＥＣＴ装置 

・陽電子断層撮影診療用放射性同位元素 

・診療用放射性同位元素 

 

（10）広告等の内容 

    医療法等で定める基準に適合するものであること。 

 

（11）院内掲示の内容 

   見やすい場所に定められた事項が掲示されていること 

 

（12）個人情報保護への取り組み 

   個人情報の利用目的を患者に周知するなど、個人情報の保護への取り組 



 

みが行われていること 

  

（13）エックス線撮影室の状況 

ア．管理区域である旨を示す標識を付すこと 

イ．目に付きやすい場所に注意事項が掲示されていること 

ウ．エックス線装置を使用しているときは、診療室の出入口にその旨を

表示すること 

エ．所定の障害防止の方法等適正な施設・設備が設けられ、かつ管理さ 

れていること 

 

（14）医療機能情報の報告 

医療機関の有する医療機能情報が公表されていること 

 

 （15）歯科技工所の開設届等の確認 

    無届の歯科技工所での歯科技工防止の観点から、歯科技工物の作成にあ

たっては、歯科技工士法に基づく届出をした歯科技工所であることを確

認した上で依頼を行うこと 

 

（16）検体検査の業務 

    検体検査の精度を確保する必要があることから、精度の確保に係る責任

者の配置並びに標準作業書の常備、作業日誌の作成及び台帳の作成等が

行われていること 

 

 （17）院内設備等の状況 

    診察室、処置室、待合室等の設備が適切に設けられていること 

 

（18）医療機関の開設者の確認及び非営利性の確認 

当該医療機関が開設者以外の営利法人等により開設・経営されている 

ことのないよう十分留意すること。特に、美容系の自由診療を行ってい 

る診療所については、開設者及び非営利性に関して十分な確認をするこ 

と。  

 

（19）医療機関におけるインフォームド・コンセントの取扱いについて 

    美容医療サービス等の自由診療を行う医療機関では「美容医療サービス 

等の自由診療におけるインフォームド・コンセントの取扱い等につい 

て」（平成25年９月27日付け医政発0927第１号医政局長通知）の遵守が 

されているか確認すること。 



 

 

 （20）オンライン診療の実施について 

    オンライン診療を行う医療機関では「オンライン診療の適切な実施に関

する指針」平成30年３月（令和５年３月一部改訂）の遵守がされている

か確認すること。 

 

 （21）サイバーセキュリティ対策について 

サイバーセキュリティの確保について、「医療機関におけるサイバーセ

キュリティ対策チェックリスト」に提示されている項目により、管理者

が遵守すべきとされている必要な措置を講じているか確認すること。 

 

 （22）医師の働き方改革（追加的健康確保措置）の体制整備について 

労働時間が長時間となる医師の追加的健康確保措置の体制整備について、

「医療法第 25 条第１項に基づく立入検査の実施上の留意事項につい

て（面接指導の実施、勤務間インターバル及び代償休息の確保）」（令

和６年３月15日付け厚生労働省医政局医事課医師等医療従事者働き方改

革推進室事務連絡）に基づき、確認及び指導を行うこと。 

 

３ その他 

（１) 実質廃止状態にある診療所の取り扱いについて 

        事前に通知を送付するが宛所不明等により返戻された場合には、電話連

絡等により状況を確認し、連絡がとれない場合には、現地確認を行うこと。

なお、開設者と連絡がとれた場合には、適宜廃止届の提出を促すこと。 

 

(２) 医療機関ごとの個別重点事項について 

過去の立入検査結果を踏まえ、医療機関ごとに特に着目すべき確認 

事項について整理したうえで、立入検査に臨むこと。 

  

(３) 住民等から提供された情報に対する対応について 

住民、患者等からの医療機関に関する苦情、相談等については、医 

学的知見に関して診察に関する学識経験者の団体等に相談し、速やかに 

事実確認を行うなど適切に対応すること。 


